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　令和４年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額９８４億１，４０４万円で、前年度当初予算額に比べ
て５５億４，９３０万円（６．０％）の増となっています。
　一般会計の当初予算は６９１億３，０００万円で、前年度当初予算額に比べて６４億１，０００万円（１０．２％）の増となっていま
す。

691億3,000万円令和4年度
一般会計当初予算

各会計当初予算

▼一般会計歳入の内訳� （単位：千円）

▼一般会計歳出の内訳（目的別）� （単位：千円）

■市税収入（予算額）の推移� （単位：百万円）

■主な歳出予算の推移（性質別）� （単位：百万円）

（単位：千円）

歳出

歳入

歳入
６９,１３０,０００
（１００％）

歳出
６９,１３０,０００
（１００％）

市債市債
４,５０６,８００４,５０６,８００
（６．５％）（６．５％）

繰入金繰入金
１,２８６,０５４１,２８６,０５４
（１．９％）（１．９％）

総務費総務費
６,7３９,５９８６,7３９,５９８
(９．7%)(９．7%)

その他その他
１,１６６,7５８１,１６６,7５８
(１．7%)(１．7%)

消防費消防費
２,３３９,６１３２,３３９,６１３
(３．４%)(３．４%)

民生費民生費
３7,7８８,９１５３7,7８８,９１５
(５４．7%)(５４．7%)

衛生費衛生費
６,２５7,３４５６,２５7,３４５
(９．１%)(９．１%)

土木費土木費
５,０１２,０３４５,０１２,０３４
(7．２%)(7．２%)

教育費教育費
３,２１３,４7４３,２１３,４7４
(４．６%)(４．６%)

公債費公債費
６,６１２,２６３６,６１２,２６３
(９．６%)(９．６%)

市税市税
２１,６９６,２３５２１,６９６,２３５
(３１．４％）(３１．４％）

国・府支出金国・府支出金
２５,６４7,６２４２５,６４7,６２４
(３7．１％）(３7．１％）

２５,０００

２０,０００

１５,０００

１０,０００

５,０００

０

２５,０００

２０,０００

１５,０００

１０,０００

５,０００

０

４年度３年度２年度

平成
２５年度

平成
２５年度

２６年度

２６年度

２7年度

２7年度

２８年度

２８年度

２９年度

２９年度

３０年度

３０年度

２年度

令和
元年度

令和
元年度 ４年度３年度

事務所税・
たばこ税・
軽自動車税

法人市民税

個人市民税

固定資産税・
都市計画税

地方交付税地方交付税
８,２６０,０００８,２６０,０００
（１１．９％）（１１．９％）

譲与税など譲与税など
５,０６０,８１３５,０６０,８１３
（7．３％）（7．３％）

諸収入諸収入
９０２,１６６９０２,１６６
(１．３%)(１．３%)

使用料など使用料など
7５１,５１１7５１,５１１
(１．１%)(１．１%)
その他その他

１,０１８,7９7１,０１８,7９7
(１．５%)(１．５%)

１,８９１１,８９１ １,９１7１,９１7 １,９０６１,９０６ ２,０１８２,０１８２,０7３２,０7３ ２,０１１２,０１１ １,９7８１,９7８ １,９４7１,９４7 １,９7０１,９7０ １,８９９１,８９９

１１,１４１１１,１４１

7,５３８7,５３８ 7,１２77,１２7

１５,９４９１５,９４９ １６,２４３１６,２４３
１7,３４６１7,３４６ １６,7１１１６,7１１１7,４２９１7,４２９

１５,６7４１５,６7４ １５,３１９１５,３１９

６,２８４６,２８４ ６,０３６６,０３６

１６,５２7１６,５２7

１６,３１7１６,３１7

９,３５８９,３５８

7,９５９7,９５９
９,２４１９,２４１

１２,５０１１２,５０１ １２,９３7１２,９３7 １５,６１２１５,６１２

１7,２０９１7,２０９
１８,９６０１８,９６０

２０,7３６２０,7３６

９,２８６９,２８６ ８,８１０８,８１０
7,９7１7,９7１

８,１８１８,１８１

６,7３６６,7３６

１６,０８０１６,０８０

６,４９１６,４９１ ５,7６５５,7６５６,８５１６,８５１ 7,０１５7,０１５
６,２7０６,２7０

６,7６９６,7６９
7,３８５7,３８５ 7,０５０7,０５０ 7,２7９7,２7９

９,77５９,77５

２０,９５８２０,９５８
２２,１３１２２,１３１

６,２０４６,２０４
６,９０８６,９０８６,９7０６,９7０

7,４7３7,４7３ ６,８９８６,８９８
８,２３7８,２３7

６,９7２６,９7２
５,7３３５,7３３

５,５３６５,５３６

６,６１２６,６１２

３,１7０３,１7０
５,２６２５,２６２

１,１３１１,１３１
５,５４６５,５４６

６,77０６,77０
６,２３５６,２３５６,９１7６,９１7

４,８９２４,８９２公債公債費費

物件費物件費人件費人件費

扶助費扶助費

補助費等補助費等

建設事業費建設事業費 ３,５２7３,５２7

５,５４３５,５４３

１１,１１３１１,１１３ １０,８９０１０,８９０ １１,０６7１１,０６7１１,１０８１１,１０８ １１,３１３１１,３１３ １１,１６９１１,１６９ １１,００２１１,００２ １１,１２３１１,１２３ １０,９０7１０,９０7

１,６５５１,６５５ １,４３６１,４３６ １,０５４１,０５４ １,３５１１,３５１１,３２０１,３２０ １,５８２１,５８２ １,５６7１,５６7 １,３６５１,３６５ １,５６０１,５６０ １,６５２１,６５２

7,２５１7,２５１ 7,５４９7,５４９ 7,００３7,００３ 7,２６０7,２６０６,３８３６,３８３ ６,５０９６,５０９ ６,６１０６,６１０ ６,９５５６,９５５ 7,０１６7,０１６ 7,２３０7,２３０

　市税は、令和３年度予算においてコロナ禍の影響による
企業収益や個人所得の相当な落ち込みを想定し、大幅な
減収を見込んでいましたが、想定したまでの落ち込みに
は至らなかったことを踏まえつつも、依然として収束の
兆しが見られないコロナ禍を受け、令和４年度市税収入は、
コロナ禍前の水準まで回復しないと見込み、前年度比８億
４,３６６万円（４．０%）の増となりました。主な内訳としては、
個人市民税および法人市民税が５億５,４7０万円（６．９%）の
増となり、固定資産税は、新築家屋分の増収が見込まれ、
１億３,６３５万円（１．５%）の増となりました。
　国・府支出金は、新型コロナウイルスワクチン接種に係
る国庫補助金の増などにより、前年度比３7億５,４２２万円
（１7．１%）の増となりました。
　繰入金（減債基金からの繰入金）は、借換時期が到来す
る市債のうち、８億３,２８０万円を減債基金からの繰入金を
財源に早期償還することから、前年度比８億２,５０４万円
（１7９％）の増となりました。

　人件費は、定員適正化計画に基づき職員数が減少することなどから、前年度比２億４,7９９万円（３．９%）の減と
なりました。
　扶助費は、生活保護費の減少が見込まれ、４億６,５５９万円(４．7%)の減となり、全体では前年度比３億５,４５０
万円（２．３%）の減となりました。
　物件費は、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業やスーパープレミアム付商品券（第３弾）発行事業
の増などにより、前年度比２４億９,５９６万円（３４．３%）の増となりました。
　補助費等は、認定こども園等運営助成事業や障がい者自立支援事業の増などにより、前年度比１１億7,２7２
万円（５．６%）の増となりました。
　建設事業費は、私立認定こども園整備助成事業やコミュニティセンター整備事業、公園整備事業の増などか
ら、前年度比２０億１,５９９万円（５7．２%）の増となりました。
　公債費は、借換時期の到来による償還が皆増となることから、前年度比１０億7,５８３万円（１９．４%）の増とな
りました。

　令和４年度当初予算においては、依然として収束の兆しが見られないコロナ禍の状況下、「感染拡大防止並びに
市民生活の安定及び事業者の事業継続」と「第６次守口市総合基本計画に掲げる施策の実現による将来に向けたま
ちづくり」の両立を、財政規律の確保を図った上で実現することとし、さらにアフターコロナも見据えた施策を
展開し、「いつまでも住み続けたいまち守口」の実現を目指します。

問財政課���℡０６－６９９２－１４０２

◆主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人件費 市職員の給料や退職手当などに要する費用
扶助費 児童手当、生活保護者や障がいのある人への支援などに要す

る費用
物件費 消耗品費、光熱水費、リース料などの消費的性質をもつ費用

や、業務委託などに要する費用
建設
事業費

小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設・改良などに
要する費用

補助費
等

市から他の団体、法人などに対する補助金、負担金などに要
する費用

◆歳出の内訳（目的別）の説明
総務費 戸籍・住民登録、徴税、庁舎・普通財産の維持管理、全般的な

管理事務などに要する費用
民生費 高齢者福祉、障がい者福祉、子育て支援、児童手当、生活保

護などに要する費用
衛生費 予防接種、健康診査、ごみの処理などに要する費用
土木費 道路、下水道、公園の建設・改良、維持管理などに要する費用
教育費 小・中学校の運営および施設維持管理などに要する費用
公債費 市債の元利償還金、一時借入金の利子償還金
消防費 消防、火災予防、災害対策などに要する費用
その他 議会運営、農業・商業振興などに要する費用

会計名 令和４年度 令和３年度 増減額
一般会計 ６９,１３０,０００ ６２,7２０,０００ ６,４１０,０００

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 １５,０５６,０００ １５,7９８,０００ △�7４２,０００
後期高齢者医療事業会計 ２,３５7,０００ ２,２９２,０００� ６５,０００
公共用地先行取得事業会計 ３５０,０００ ５7６,０００ △�２２６,０００

小計 １7,7６３,０００ １８,６６６,０００ △�９０３,０００
水道事業会計 ４,４５６,7８３ ４,３7９,８１7 7６,９６６
下水道事業会計 7,０６４,２５３ 7,０９８,９１7 △�３４,６６４

特別会計合計 ２９,２８４,０３６ ３０,１４４,7３４ △�８６０,６９８
総計 98,414,036 92,864,734 5,549,302


